
令和７年７月１日改正の経営事項審査に係る再審査を希望される方の 

再審査申立ての取扱いについて（三重県知事許可業者） 
 

令和７年７月１日から経営事項審査の審査基準が改正されたことに伴い、改正前の審査基準

に基づく審査の結果通知を受けている方は、改正の施行日（令和７年７月１日）から１２０日

（令和７年１０月２８日）以内に限り、新たな審査基準に基づく再審査を申し立てることがで

きます。 

再審査申立ての取扱いは以下のとおりです。 

 

１ 改正内容 

資本性借入金の取扱方法の変更 

以下の審査項目において、資本性借入金のうち自己資本と認められる金額は「負債」か 

ら控除し、「自己資本」に追加する。 

【審査項目】 

・負債回転期間（負債から控除） 

・自己資本対固定資産比率（自己資本に加算） 

・自己資本比率（自己資本に加算） 

・Ｘ21 自己資本（自己資本に加算） 

   

  ※資本性借入金とは：以下の５要件を全て満たすもの 

  （１）償還期間が５年超 

  （２）期限一括償還 

  （３）配当可能利益に応じた金利設定 

     -業績連動型が原則 

     -債務者が厳しい状況にある期間は、これに応じて金利負担が抑えられるような仕 

      組みが講じられていること 

  （４）法的破綻時の劣後性の確保（又は少なくとも法的破綻に至るまでの間において、 

     他の債権に先んじて回収されない仕組みが備わっていること） 

  （５）貸出主が金融機関（政府系含む）であること又は別紙記載の制度による借入である 

こと 

 

２ 再審査の対象業者 

・審査基準日が令和 7年 3月 31日以降の経営規模等評価結果（令和 7年 7月 1日改正以前の

経営事項審査の基準によるもの）をお持ちの方が対象です。 

また、再審査は基準が改正された部分のみが審査対象となり、それ以外で審査結果が確定

している部分については再審査の対象となりません。 

・ただし、再審査申立ての時点で審査基準日から１年７か月以内であるものに限ります。 

 

３ 再審査の受審義務について 

  今回の改正において、再審査の受審は基本的に任意です。入札参加資格申請をしている国、

県、市町等の各発注機関の取扱いについては、各発注機関へご確認ください。 

※発注機関が再審査の受審を義務付けている場合でも、発注機関の格付け対象期間、新旧

基準の取扱い、各企業の決算時期、経審の受審時期（結果通知の時期）等により、個々の

企業で再審査の要否は異なります。 

入札参加資格申請先のいずれかで、再審査の結果が必要となる場合は再審査の申立を行っ

てください。 
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４ 再審査の申立てができる経営事項審査の結果 

  再審査の申立ては、施行日（令和７年７月１日）から１２０日以内に限られるため、申立

期間は、令和７年１０月２８日（火）までとなります。 

再審査申立時において、制度改正前の基準により通知された直近の経営事項審査の結果で、

有効期限内（審査基準日から１年７ヶ月以内）にあるものは、再審査を申立てることができ

ます。 

なお、再審査の申立てにより経営事項審査の有効期限が延長されるものではありません。 

 

４ 再審査の申立てをした場合の旧基準結果の取扱い 

  旧基準により既に通知した結果通知書は回収しません。 

なお、インターネット公表される結果については、再審査の結果に置き換えられます。 

 

５ 再審査の申立方法 

  申立期限 ：令和７年１０月２８日（火）必着 

   提出方法 ：提出書類及び添付書類を提出先まで郵送又は持参ください。 

       （持参の場合は、書類をいったんお預かりし、後日の審査となります。） 

  提 出 先 ： 〒514-8570 津市広明町１３番地 

        県土整備部建設業課 電話 059-224-2660 

  ※郵送の場合は、「経営事項審査再申請」と朱書してください。 

提出部数 ：２部（正・副）及び確認資料１部 

副本は受付後控えとして返却しますが、確認資料は返却しないため、写しを 

提出してください。 

     ※控えは後日、内容等についてお聞きすることもございますので、大切に保

管しておいてください。 

  審査手数料 ：無料 

 

６ 手続きの流れ 

       ①申立書受付、書面審査（建設業課にて、書類のみの審査） 

   

 特に確認事項等がない場合  確認事項、補正事項有りの場合 

                 ②確認、補正事項の聞き取り作業等 

 

           ③結果通知書の発行 

 

④入札参加資格登録の共同受付または各市町等の発注機関へ届出 
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スケジュール 

① 申請書受付、

書面審査 
９月受付 

１０月受付 

（10 月 28 日） 

② 補正作業 １０月中旬 １１月中旬 

③ 結果通知日 １１月２８日 １２月２６日 

※ 処理は月次単位で行います。 

※ 結果通知書は、受付月の翌月末日に発送します。補正がある場合、結果通知が遅れる場

合があります。 

※ 受付数などにより、スケジュールが前後する場合があります。 

※ 記載事項に不備がある場合や添付書類の確認が必要な場合は、別途電話による聞き取り

等を実施しますので、ご協力をお願いします。 
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７ 再審査申立ての提出書類・提示書類 

 （提出書類：正・副１部ずつ） 

 提出書類 注意事項 

① 経営規模等評価再審査申立書 

（様式第２５号の１４） 

○必ず提出 

・通常の「経営規模等評価申請書・総合評定値請求書」

と同一の様式です 

・申請等の区分０５は「４」の再審査を入力 

・項番０８から１４について、前回申請時から変更があ

る場合は、再申請時点での内容を記載すること 

・「審査結果の通知番号」は、旧結果通知書の上の「行政

庁記入欄」に記載された番号（「２４－００××××」

と表示された番号）を記入 

・｢審査結果の通知の年月日」は、旧結果通知書の通知年

月日（※結果通知書の右上に表示）を記入 

・「再審査を求める事項」は、「令和７年７月１日施行の

改正に係る事項」と記入 

・「再審査を求める理由」は、「制度改正のため」と記入 

② 工事種類別完成工事高 

工事種類別元請完成工事高 

（様式第２５号の１１別紙一） 

○必ず提出 

・前回申請と同様の内容で作成 

③ 技術職員名簿 

（様式第２５号の１１別紙二） 

○必ず提出 

・前回申請と同様の内容で作成 

④ その他の審査項目（社会性等） 

（様式第２５号の１１別紙三） 

○必ず提出 

・前回申請と同様の内容で作成 

⑤ 経営状況分析結果通知書  ○必ず提出 

・再分析後の結果通知書を添付 

⑥ 「資本性借入金」該当証明書 

 （Ｐ５参照） 

○必ず提出 

・建設業法施行規則第 18 条の３第３項第 2 号イ、同号ロ（登録経理試

験の一級試験に合格した者に限る。）、同号ハ（登録経理講習の一講習を受

講した者に限る。）又は同号ニ８令和２年国土交通省告示第 1060 号「建

設業法施行規則第 18 条の３第３項第２号イからハまでに掲げる者と同等

以上の建設業の経理に関する知識を有すると認める者を定める告示」第３

号又は第５号に該当する者に限る。）に掲げる者が証明したものに限る。 

⑦ チェックリスト ○必ず提出 

※上記書類以外の提出書類（様式第４号、様式５号、建設機械の保有状況一覧表等）は提出不要

です。 

（確認書類：１部） 

 書類名 注意事項 

① 経営事項審査審査結果通知書 

（前回受審の結果通知） 

 

② 経営事項審査申請書（本人控） 

（①の結果通知に関する控） 
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８ 再審査申立書記入にかかる留意事項 

下記及びＰ６以降の記載例を参考にして作成してください。 

 

（１）申立書 経営規模等評価再審査申立書 総合評定値請求書 

ａ 項番０５ 「４」と記入してください。 

ｂ 前回の申請書から審査対象業種を変更することはできません。 

  ｃ Ｐ７の下段の枠内には以下のとおり記入してください。 

「審査結果の通知番号」→前回の結果通知書の真ん中「行政庁記入欄」の番号「XX－XXXXXX」

を転記 

「審査結果の通知の年月日」→前回の結果通知書の右上 結果通知書の通知日を転記 

「再審査を求める事項」→「令和７年７月１日施行の改正に係る事項」と記入 

「再審査を求める理由」→「制度改正のため」と記入 

ｄ 項番１７ 前回の申請において選択した、自己資本額における基準決算と２期平均の区

分変更することはできません。 

 

（２）別紙一 工事種類別完成工事高 工事種類別元請完成工事高（前回の書類の写しでも可） 

  ａ 前回の申請において選択した、年間平均完成工事高における２年平均と３年平均の区分

を変更することはできません。 

ｂ 前回の申請と全く同じになります。 

 

（３）別紙二 技術職員名簿（前回の書類の写しでも可） 

   前回の申請と全く同じになります。 

 

（４）別紙三 その他の審査項目（社会性等） 

  前回の申請と全く同じになります。 

 

（５）各項番の個別的事項 

項番０２～０４ 前回と同じ 

（０３については、再申請時提出時において有効な許可を記載） 

項番０５ 「４」を記入 

項番０６～１６ 前回と同じ 

（０７～１５については、再申請提出日現在の許可状況を記載） 

項番１７    改正項目を反映して記載 

項番１８～６７ 前回と同じ 
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・証明をする者の在籍先は社内・社

外を問いません

・押印不要・記名可
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再申請提出時において有効な許可を記載

再審査申立の場合はここを抹消

「４」を記載

再申請提出日現在の許可状況を記載

前回の申請と同一
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＜１．基準決算で申請された場合＞
経営状況分析結果通知書記載の自己資本額(項番7112)
と一致、かつ
基準決算の貸借対照表における純資産の部の額と
証明書における当期決算日の欄に記載されている額
の合計額と一致する

＜２．２期平均で申請された場合＞
基準決算については左記のとおり、
直前の審査基準日については証明書における
前期決算日の欄に記載されている額と、基準決算の
直前の審査基準日の貸借対照表における純資産の部の
額の合計額と一致する

令和７年〇月〇日施行の改正に係る事項 制度改正のため

上記を参考に記入

許可番号記入

結果通知書の発行年月日を記入
（知事印の上に記載されている日付）
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前回の申請と同一
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前回の申請と同一
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前回の申請と同一
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様式第二十五号の十（第十九条の五関係）

登録経営状況分析機関

      年  月  日

殿 登録経営状況分析機関代表者 印

あります。
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項番17についての説明を参照してください項番17を確認
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